
１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・該当なし
（2）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並びに器具及び備品－定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている。
（3）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金・・・退職給費引当資産及び退職給付引当金は、掛金累計額で計上している。
　　・賞与引当金・・・該当なし

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

退職給付制度は財団法人秋田県民間社会事業福利協会､独立行政法人福祉医療機構による｡

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

   当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている｡
(1)法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式､第2号第1様式､第3号第1様式)
(2)事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式､第2号第2様式､第3号第2様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
(4)公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
   当法人では､公益事業を実施していないため作成していない｡
(5)収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式､第2号第3様式､第3号第3様式)
   当法人では､収益事業を実施していないため作成していない｡
(6)各拠点区分におけるｻｰﾋﾞｽ区分の内容
  ｱ 法人本部(社会福祉事業)
  ｲ やまばと保育園(社会福祉事業)
  ｳ ﾕｰﾄﾋﾟｱやまばと(社会福祉事業)
    ｢生活介護｣
    ｢就労継続支援B型｣

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 41,919,00041,919,000

(基)建物 162,791,2655,803,980168,595,245

合　　計 204,710,2655,803,9800210,514,245

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

＊＊＊に伴い、基本金0円を取り崩した。
＊＊＊に伴い、国庫補助金等特別積立金0円を取り崩した。

８．担保に供している資産

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(法人全体用)
別紙１



別紙１

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 41,919,00041,919,000

(基)建物 162,791,265129,318,735292,110,000

土地 14,113,80014,113,800

建物 1286,649286,650

構築物 1,326,558389,9421,716,500

機械及び装置 1,451,79014,017,64015,469,430

車輌運搬具 4,702,77718,134,71222,837,489

器具及び備品 1,464,09514,285,76515,749,860

合　　計 227,769,286176,433,443404,202,729

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

      （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 9,042,2309,042,230

未収補助金 4,263,2874,263,287

合　　計 13,305,517013,305,517

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

取引条件および取引条件の決定方針等
該当なし

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし



１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

別紙１



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
  ･満期保有目的の債券等-償却原価法(定額法)
  ･上記以外の有価証券で時価のあるもの-決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
  ･建物並びに器具及び備品-定額法
  ･ﾘｰｽ資産
   所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている｡
   所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっている｡
(3)引当金の計上基準
  ･退職給付引当金・・・該当なし
  ･賞与引当金・・・該当なし

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

該当なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている｡
(1)法人本部計算書類
  (会計基準省令第1号第4様式､第2号第4様式､第3号第4様式)

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

合　　計 0000

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

＊＊＊に伴い、基本金0円を取り崩した。
＊＊＊に伴い、国庫補助金等特別積立金0円を取り崩した。

７．担保に供している資産

該当なし

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

計算書類に対する注記(法人本部拠点区分用)



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



１．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
  ･満期保有目的の債券等-償却原価法(定額法)
  ･上記以外の有価証券で時価のあるもの-決算日の市場価格に基づく時価法
(2)固定資産の減価償却の方法
  ･建物並びに器具及び備品-定額法
  ･ﾘｰｽ資産
   所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている｡
   所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産
    ﾘｰｽ期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によっている｡
(3)引当金の計上基準
  ･退職給付引当金-秋田県民間社会事業福利協会と独立行政法人福祉医療機構の退職金制度に加入｡退職給付引当資
           産及び退職給付引当金は掛金累計額で計上している｡
  ･賞与引当金   -該当なし

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

退職給付制度は財団法人秋田県民間社会事業福利協会､独立行政法人福祉医療機構による｡

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている｡
(1)やまばと保育園計算書類
  (会計基準省令第1号第4様式､第2号第4様式､第3号第4様式)
(2)基本財産及びその他固定資産(有形･無形固定資産)明細書(会計基準別紙1)
(3)引当金明細書(会計基準別紙2)
(4)拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))
(5)拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 14,319,00014,319,000

(基)建物 156,730,6653,783,780160,514,445

合　　計 171,049,6653,783,7800174,833,445

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

該当なし

計算書類に対する注記(やまばと保育園拠点区分用)



８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 14,319,00014,319,000

(基)建物 156,730,66534,369,335191,100,000

土地 14,113,80014,113,800

構築物 1,326,558389,9421,716,500

機械及び装置 470,9635,129,0675,600,030

車輌運搬具 2,886,9765,169,6338,056,609

器具及び備品 1,263,6187,146,5328,410,150

合　　計 191,111,58052,204,509243,316,089

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 1,867,3401,867,340

未収補助金 4,263,2874,263,287

合　　計 6,130,62706,130,627

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



１．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並びに器具及び備品－定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている。
（3）引当金の計上基準
　　 ･退職給付引当金-秋田県民間社会事業福利協会と独立行政法人福祉医療機構の退職金制度に加入｡退職給付引当資
           産及び退職給付引当金は掛金累計額で計上している｡
　　・賞与引当金-該当なし

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

退職給付制度は財団法人秋田県民間社会事業福利協会､独立行政法人福祉医療機構による｡

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

 当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている｡
(1)ﾕｰﾄﾋﾟｱやまばと計算書類
  (会計基準省令第1号第4様式､第2号第4様式､第3号第4様式)
(2)拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))
  ｱ 生活介護
  ｲ 就労継続支援B型
(3)拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))
  ｱ 生活介護
  ｲ 就労継続支援B型
(4)基本財産及びその他の固定資産(有形・無形固定資産)の明細書（ 別紙３(⑧) ）
(5)引当金明細書（ 別紙３(⑨) ）

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 27,600,00027,600,000

(基)建物 6,060,6002,020,2008,080,800

合　　計 33,660,6002,020,200035,680,800

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

計算書類に対する注記(ユートピアやまばと拠点区分用)



７．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円

0計 円

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 27,600,00027,600,000

(基)建物 6,060,60094,949,400101,010,000

建物 1286,649286,650

機械及び装置 980,8278,888,5739,869,400

車輌運搬具 1,815,80112,965,07914,780,880

器具及び備品 200,4777,139,2337,339,710

合　　計 36,657,706124,228,934160,886,640

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 7,199,1907,199,190

合　　計 7,199,19007,199,190

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位：円)

種類及び銘柄 評価損益時価帳簿価額

合　　計 000

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし



１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし


